
 郡山市契約規則及び郡山市公契約条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和７年８月21日 

郡山市長 椎 根 健 雄  

郡山市規則第45号 

   郡山市契約規則及び郡山市公契約条例施行規則の一部を改正する規則 

 （郡山市契約規則の一部改正） 

第１条 郡山市契約規則（昭和40年郡山市規則第49号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （趣旨） 

第１条 法令に別段の定めがあるものを除くほか、売買、賃貸借、請負その

他の契約の手続及び履行については、この規則の定めるところによる。 

 （趣旨） 

第１条 法令に別段の定めがあるものを除くほか、売買、賃貸借、請負その

他の契約の手続き及び履行については、この規則の定めるところによる。 

 （契約書の作成の省略） 

第５条 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、前２

条の規定にかかわらず、契約書の作成を省略することができる。 

 (1) 工事等の請負契約でその請負代金の額が150万円未満であるものにつ

き、指名競争入札の方法による契約又は随意契約を締結する場合におい

て、請書（当該請書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以

下同じ。）の提出があったとき。 

 (2) 工事等以外の契約（第42条の２第１項及び第２項に規定する契約（第

４号において「長期継続契約」という。）を除く。）で契約代金の額が

150万円未満であり、かつ、登記又は登録の手続を必要としないものに

つき、指名競争入札の方法による契約又は随意契約を締結する場合にお

いて、請書の提出があったとき。 

 (3) （略） 

 (4) 請負代金又は契約代金（長期継続契約の場合を除く。）の額が50万円

未満の場合で契約の履行が確実であると認められるとき。 

 (5)～(8) （略） 

 （入札保証金の納付等） 

 （契約書の作成の省略） 

第５条 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、前２

条の規定にかかわらず、契約書の作成を省略することができる。 

 (1) 工事等の請負契約でその請負代金の額が100万円未満であるものにつ

き、指名競争入札の方法による契約又は随意契約を締結する場合におい

て、請書（当該請書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以

下同じ。）の提出があったとき。 

 (2) 工事等以外の契約（第42条の２第１項及び第２項に規定する契約（第

４号において「長期継続契約」という。）を除く。）で契約代金の額が

100万円未満であり、かつ、登記又は登録の手続きを必要としないもの

につき、指名競争入札の方法による契約又は随意契約を締結する場合に

おいて、請書の提出があったとき。 

 (3) （略） 

 (4) 請負代金又は契約代金（長期継続契約の場合を除く。）の額が30万円

未満の場合で契約の履行が確実であると認められるとき。 

 (5)～(8) （略） 

 （入札保証金の納付等） 



第25条 入札保証金の納付等の手続については、第7条及び第10条の規定を

準用する。この場合において、「契約保証金」とあるのは、「入札保証金

」と読み替えるものとする。 

２ （略） 

 （随意契約による場合の予定価格の限度額） 

第39条 施行令第167条の２第１項第１号の規定により規則で定める額は、

次の各号に掲げる契約の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする

。 

 (1) 工事又は製造の請負（物品製造請負を除く。） 200万円 

 (2) 物品製造請負 150万円 

 (3) 財産の買入れ 150万円 

 (4) 物件の借入れ 80万円 

 (5) 財産の売払い 50万円 

 (6) （略） 

 (7) 前各号に掲げる以外のもの 100万円 

 （随意契約による場合） 

第39条の３ 契約権者は、施行令第167条の２第１項の規定により随意契約

により契約を締結しようとするときは、第28条第２項及び第３項の規定に

準じて予定価格を定めなければならない。この場合において、次に掲げる

契約を締結しようとするときは、書面による予定価格の積算及び予定価格

書の作成を省略することができる。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 工事等以外の契約において、当該予算の執行に係る予定額（以下「執

行予定額」という。）が10万円未満であるもの又は当該執行予定額が10

万円以上50万円未満であるもので、予算執行伺を行うもの 

２・３ （略） 

４ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合にあっては、見積書を徴さな

いことができる。 

第25条 入札保証金の納付等の手続きについては、第7条及び第10条の規定

を準用する。この場合において、「契約保証金」とあるのは、「入札保証

金」と読み替えるものとする。 

２ （略） 

 （随意契約による場合の予定価格の限度額） 

第39条 施行令第167条の２第１項第１号の規定により規則で定める額は、

次の各号に掲げる契約の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする

。 

 (1) 工事又は製造の請負（物品製造請負を除く。） 130万円 

 (2) 物品製造請負 80万円 

 (3) 財産の買入れ 80万円 

 (4) 物件の借入れ 40万円 

 (5) 財産の売払い 30万円 

 (6) （略） 

 (7) 前各号に掲げる以外のもの 50万円 

 （随意契約による場合） 

第39条の３ 契約権者は、施行令第167条の２第１項の規定により随意契約

により契約を締結しようとするときは、第28条第２項及び第３項の規定に

準じて予定価格を定めなければならない。この場合において、次に掲げる

契約を締結しようとするときは、書面による予定価格の積算及び予定価格

書の作成を省略することができる。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 工事等以外の契約において、当該予算の執行に係る予定額（以下「執

行予定額」という。）が10万円未満であるもの又は当該執行予定額が10

万円以上30万円未満であるもので、予算執行伺を行うもの 

２・３ （略） 

４ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合にあっては、見積書を徴さな

いことができる。 



 (1)～(5) （略） 

 (6) 次のアからウまでに掲げる契約を締結しようとする場合で、ファクシ

ミリ又は電子メールによる通信文により見積価格を確認することができ

るとき（第36条の規定に基づき定める資格を有する者に限る。）。 

 

 

  ア １件の予定価格の額が150万円以下の物品購入又は物品製造請負 

  イ １件の予定価格の額が50万円以下の物品の売払い 

  ウ １件の予定価格の額が100万円以下の物品の修繕 

 (7) （略） 

 (1)～(5) （略） 

 (6) １件の予定価格の額が80万円以下の物品購入若しくは物品製造請負又

は１件の予定価格の額が50万円以下の物品の修繕の契約を締結しようと

する場合で、ファクシミリ又は電子メールによる通信文により見積価格

を確認することができるとき（第36条の規定に基づき定める資格を有す

る者に限る。）。 

 

 

 

 (7) （略） 

 （郡山市公契約条例施行規則の一部改正） 

第２条 郡山市公契約条例施行規則（平成29年郡山市規則第25号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （労働者等の申出ができる契約の範囲） 

第７条 条例第８条第１項の規則で定める範囲の契約は、次の各号に掲げる

契約とする。 

 (1) 予定価格が200万円を超える工事又は製造の請負契約 

 (2) 予定価格が100万円を超える次に掲げる業務の委託契約 

  ア～オ （略） 

 (3) （略） 

２ （略） 

 （労働者等の申出ができる契約の範囲） 

第７条 条例第８条第１項の規則で定める範囲の契約は、次の各号に掲げる

契約とする。 

 (1) 予定価格が130万円を超える工事又は製造の請負契約 

 (2) 予定価格が50万円を超える次に掲げる業務の委託契約 

  ア～オ （略） 

 (3) （略） 

２ （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の郡山市契約規則及び郡山市公契約条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以降に行われる入札の公告その他の契約の申込み

の誘引に係る契約について適用し、同日前に行われた入札の公告その他の契約の申込みの誘引に係る契約については、なお従前の例による。 


